６次産業化ネットワーク活動交付金（整備事業）実施要望調書
１　事業実施主体の概要
（１）事業実施主体
	名　　称
	主たる事務所の所在地

	
	

	代表者名
	構成員数
	従業員数
	設立年月日

	
	
	
	


（２）法律の事業計画認定状況
	法　律　名
	事業計画名
	認定状況
	認定（申請）年月日

	六次産業化・地産地消法
	総合化事業計画
	認定済　　申請中
	年　　月　　日

	農商工連携促進法
	農商工等連携事業計画
	認定済　　申請中
	年　　月　　日


（３）構築するネットワークの名称

（４）連携する事業者の概要
(ア)連携事業者の概要
	連携事業者
	活動拠点：住所・所在地

(都道府県市町村名)
	業種
	代表者名

(役職)
	連携の内容・役割

	①
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	


(イ)連携に関する規約、取決め等の有無　　　有　　・　　無
注１　「業種」の欄には、日本標準産業分類における業種（大分類）を記載。（農業、林業、漁業、製造業等）
　２　申請者が農林漁業者の場合、販路等で連携する事業者を記載。

　３　申請者が中小企業者の場合、農商工等連携事業計画で連携する農林漁業者及び販路等で連携する事業者を記載。

　４　連携する者について全て記載し、欄が足りない場合には欄を追加して記載。

２　事業の概要
	事業の内容及び実施方法


	

	事業の効果（自らの経営改善の他、地域農業、地域経済への効果等を記入）
	

	事業のスケジュール


	


３　機械・施設の設置計画
（１）機械

	No
	機　械　名
	用　途
	設置台数
	総事業費

(円)
	負担区分（円）
	備　考

	
	
	
	
	
	県負担分
	自己資金
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


（２）施設

	No
	施　設　名
	種類名
	着工予定

年月日
	総事業費

(円)
	負担区分（円）
	備　考

	
	
	
	
	
	県負担分
	自己資金
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


＜施設建設する場合のみ以下について記載すること。また、施設の位置図、施設の配置図及び平面図を添付すること＞

	①用地の確保状況
	

	②土地利用規制の相談状況
	

	③食品衛生法の許可見込み
	

	④建築確認申請の相談状況
	


注１　「用途」の欄には、「○○のカット」、「○○の冷蔵」、「○○の梱包」等当該機械が備えている機能を記入すること。
２　「施設名」には、「○○食品加工施設」、「○○育苗施設」等を、「種類名」の欄には、「建物」、「電気設備」、「空調設備」等を記
入すること。
３　自己資金については、調達方法を備考欄に記入すること。

４　機械・施設の規模決定根拠のわかる資料を添付すること。

４　機械・施設の利用計画

	機械・施設名
	対象農林水産物名

連携農林水産物名
	利用期間
	利用日数
	年間処理・生産量

	
	
	目標
	目標
	

	
	
	
	
	ｔ

	
	
	
	
	ｔ

	
	
	
	
	ｔ

	
	
	
	
	ｔ

	
	
	
	
	ｔ

	
	
	
	
	ｔ


注１　複数の機械・施設を導入する場合は、機械・施設ごとに、記入すること。
　２　複数の農林水産物について利用する場合は、農林水産物ごとに記入すること。

　３　「利用期間」については、「通年」、「○月～○月」等分かるように記入すること。

５　組織の収支計画
（１）１次分野
経営全体の収支計画
	
	
	
	１年度目

(　年　月期)
	２年度目

(　年　月期)
	３年度目

(　年　月期)
	４年度目

(　年　月期)
	５年度目

(　年　月期)

	①農業収入
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	品目
	項目
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	a
	a
	a
	a
	a

	
	
	生産量
	t
	t
	t
	t
	t

	
	
	（うち○○原料）
	t
	t
	t
	t
	t

	
	
	売上高
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	
	経営規模
	a
	a
	a
	a
	a

	
	
	生産量
	t
	t
	t
	t
	t

	
	
	（うち○○原料）
	t
	t
	t
	t
	t

	
	
	売上高
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	②農業経営費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	原材料費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	施設・機械費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	
	うち減価償却費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	出荷販売経費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	雇用労賃
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	支払利息
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	支払地代・賃借料
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	その他（　　　）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	農業所得（①－②）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円


注１　様式については、記載項目の追加等、適宜変更して記載してよい。
　２　この様式に準ずる既存の書類（データ等）がある場合、その写しを添付してこれに代えることができる。

　３　総合化事業計画等との整合性をとること。

（２）２次分野、３次分野
経営全体の収支計画
	
	
	１年度目

(　年　月期)
	２年度目

(　年　月期)
	３年度目

(　年　月期)
	４年度目

(　年　月期)
	５年度目

(　年　月期)

	①売上高
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	②売上原価
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	③売上総利益（①－②）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	④販売費及び一般管理費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	⑤営業利益（③－④）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円


注１　様式については、記載項目の追加等、適宜変更して記載してよい。

　２　この様式に準ずる既存の書類（データ等）がある場合、その写しを添付してこれに代えることができる。

６　直近３年の経営状況
	項目
	第　　　期

平成　年　月　日～

平成　年　月　日
	第　　　期

平成　年　月　日～

平成　年　月　日
	第　　　期

平成　年　月　日～

平成　年　月　日
	備考

	経常利益
	千円
	千円
	千円
	

	純資産額

（資産と負債の差額）
	千円
	千円
	千円
	


　　　※経常利益は損益計算書により確認。

経常利益＝営業利益＋営業外収益－営業外費用
　　　　純資産額は貸借対照表により確認。
７　商品等の販路や需要等の計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｔ又は千円）

	農林水産物等名
・新商品名
	販売先名
	１年度目
(　年　月期)
	２年度目
(　年　月期)
	３年度目
(　年　月期)
	４年度目
(　年　月期)
	５年度目
(　年　月期)
	販売単価
	販売開始時期

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　注　総合化事業計画等との整合性をとること。
様式２









